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台湾人による地方自治構想の知的基盤としての近代的政治学 

―日本統治期植民政策の消化と応用の過程に注目して― 

 

野口真広 

早稲田大学 地域・地域間研究機構 次席研究員 

 

はじめに 

植民政策研究は、戦前の日本においては世界の植民地統治技術を吸収する学

問として発達したとされる。これに対して、本報告は、第一次世界大戦後にお

いては、台湾人運動家が帝国秩序の再編を試みるための政策提言の学問として

活用していたことに着目する。そこから、植民政策を植民地の自律化に活用す

るという発想がかつてあったことを論じる。 

第二次世界大戦後、植民政策研究は消滅した。矢内原忠雄が国際経済論の専

門家になったように、旧植民政策の研究は国際関係論や国際政治、地域研究へ

部分的に吸収されていった 1。その結果、戦後の植民政策研究は植民地史という

歴史家の仕事となっている。ほとんどの場合、倫理的な植民地支配への批判、

民族差別、日本的政治経済構造の検証の材料として、植民政策は研究されてい

る。『岩波講座 近代日本と植民地』のシリーズが、それらの問題関心を代表し

ているといえるだろう。 

これに対し、英国の植民地研究では大英帝国内での本国と植民地との水平的

な関係についての研究が進んでいる。Elleke Boehmerは、アジア人として 1913

年に初めてノーベル文学賞を受賞した詩人のタゴールと、同じく 1924年にノー

ベル文学賞を受賞したアイルランドの詩人イェイツとの知的な交流などの事例

を研究している 2。ボマーは、愛国主義の相克ではない形で英国文化と植民地の

文化とのハイブリットな協調的進歩性を見出す。他にもインド植民地政治の支

配・被支配関係の政治関係に、相互影響関係があったことをANINDITA GHOSHが

『Claiming the City』3が論じている。本報告では、日本統治下の日本でも大学

研究者と民族運動家の間に対等な相互影響関係があった可能性を探求したい。

その際、台湾人の楊肇嘉と永井柳太郎、浅見登郎を中心に分析する。 

 

１． 第一次世界大戦後の植民地政策の転換 

第一世界大戦後、植民政策は自治運動を受けて変化した。だからこそ、運動

側も支配側も様々なチャンネルを通じて植民政策に関する研究情報を収集する。

その際に特に大英帝国の植民政策に関する情報が先進事例として注目された。 

日本帝国側は現地出張調査のほか、英国政府機関や植民地政府からの情報収
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集が可能である。これらは外交文書、総督府の調査報告資料に含まれる 4。植民

地人は、刊行された上記の統治側の資料に加え、楊肇嘉ら留学生のように内地

の大学での学習や研究会が特に重要な参照ルートである。他には内外新聞記

事・論説もある。実際、『台湾民報』、『東亜日報』の民族系新聞には、英国のイ

ンドやアイルランド支配、英帝国会議（インド及び自治領の植民地代表の会議）

についての記事や論説が掲載されている。他に注目に値するのは、台湾人運動

家の中心人物であった林献堂が、1年かけて英米を中心に欧州を漫遊したことを

『台湾民報』に掲載したことである。この時、オクスフォード大学に在籍中だ

った長男の林攀龍と同行している 5。運動の中心人物が英国社会を学び、息子を

英国へ留学させるのは、日本の岩倉遣欧使節団を彷彿とさせる。 

台湾人は内地留学生や在留運動家を中心にして 1920年に新民会を形成し、民

族系雑誌を刊行しつつ、台湾議会設置請願運動や植民政策研究を進めていた。

その中で植民政策の知識を学び、共有していった。実際、1920年の『台湾青年』

2巻では、林呈禄が「近世植民地統治に関する対人政策」という論考の中で、植

民政策の知識を本誌で共有したいと述べている 6。林呈禄は、同論考の中で自治

制度に触れ、英国の植民政策を高く評価し、「最も進歩した理想的統治形式」7と

述べている。新民会の活動には、出版活動のほかにも定例研究会があり、そこ

には招聘講師として日本の研究者やジャーナリストを招くこともあった。 

 

２．統治技術の着眼点の比較 楊肇嘉と浅見登郎・永井柳太郎 

 新民会では、研究のために文庫を作っていた。雑誌類や資料集類なども含む

ため、正確な冊数は分からないが、種類ごとに分類すると、その蔵書は 130 種

ある。これらの蔵書を分類し、新民会の蔵書の活用方法を推定してみたい。 

その際、運動家の研究面・運営面での中心した楊肇嘉の人脈に注目し、植民

政策の中でも行政政策に注目する。購入書籍一覧からは、英国の植民地統治技

術の摂取の痕跡が窺うことができる。定例会への招聘講師としては、矢内原忠

雄、浅見登郎の名前が挙がっているが、彼等の知的背景には英帝国の影響があ

る。矢内原忠雄は、東大就任後すぐに英国へ留学している。独学が基本であり、

大英博物館付属図書室へ通い詰めたという 8。早稲田大学の永井柳太郎は、英国

オクスフォード大学に通い、エジャートン教授に学び、その著書を翻訳した 9。

浅見登郎は、昭和初期に早稲田で植民政策を講義した人物だが、コロンビア大

学留学時にマクベーン教授から行政学を学んだ。 

矢内原忠雄『植民政策講義案』（有斐閣 1924）、『植民及植民政策』（有斐閣 1926）

『植民政策の新基調』（弘文堂書房 1927）永井柳太郎『植民原論』（厳松堂書店 

1921）は新民会の購入書籍一覧に掲載されている。永井柳太郎が訳したエジャ

ートン『英国殖民発展史』は、原文の H.E. Egerton ,British Colonial Policy 
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in 20th Century.が購入されている。浅見の書籍『日本植民地統治論』(厳松堂 

1928)については、購入記録はないが、『外交時報』（昭和 4年 8月 1日）で楊肇

嘉が書評「日本植民地統治の立体的考察―浅見教授の著作を読みて―」を寄せ

ているため、入手しているはずである。 

 

【新民会購入書籍①】10 

分類 内容 具体例 点数 

植民問題（A） 植民政策研究書の

うち一般刊行物 

矢内原忠雄『植民及植民政策』、永井柳太郎『植民原

論』、ケプナー/塩沢昌貞 [訳]『植民政策』、松岡正

男『植民新論』、持地六三郎『日本植民経済論』 

19冊 

植民問題（B） 植民政策研究書の

うち公的機関刊行

物 

吉村源太郎『英蘇併合論』、貴族院事務局『アルゼリ

に於ける行政エルサス、ロートリゲン制度 印度の

行政財政』、拓殖局『欧州諸国の拓殖行政』、外務欧

米局『印度政情』 

11冊 

台湾関係文献（A） 台湾総督府および

関係機関の政策・

報告書類 

内閣記録課『台湾ニ施行スヘキ法令ニ関スル法律其

ノ沿革並現行律令』、臨時台湾旧慣調査会『台湾旧慣

調査事業報告』、同『臨時台湾旧慣調査会第二部調査

経済資料報告』、同『清賦一班』 

20冊 

台湾関係文献（B） 台湾史関係刊行物 台湾銀行『台湾銀行二十年誌』、伊能嘉矩『台湾誌』、

本郷実・佐藤四郎『台湾植民発達史』、台湾総督府官

房文書課『台湾十年間之進歩』 

19冊 

台湾関係文献（C） 糖業政策関係書 宮川次郎『台湾糖業の批判』、木村増太郎『日本之糖

業』、中川虎之助『糖業政策参考書集』、総督府『爪

哇之糖業』 

9 冊 

其他雑誌 短期または単行雑

誌 

東亜同文会『支那経済全書』、長崎高等商業學校研究

館『商業と経済』、馬場鍈一『憲法政治の理論と実際』、

東京商科大学商学研究編輯所『商学研究』 

20誌 

雑誌 定期刊行雑誌 中央公論社『中央公論』、改造社『改造』、南洋協会

『南洋協会雑誌』、政教社『日本及日本人』、協調會

『社会政策時報』、外交時報社『外交時報』、東洋協

會『東洋』 

17誌 

 

【新民会購入書籍②】 

分類 内容 具体例 点数 

英字文献 植民政策研究書 Reinsch,Paul Samuel,” Colonial 

Administration.” 

15冊 
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Egerton, Hugh Edward,” British Colonial Policy 

in 20th Century.” 

Knowles,Lilian Charlotte Anne,” The Industrial 

& Commercial Revolution in Great Britain During 

the 19th Century.” 

Babu,Prasad, Rajendra,“Young India.” 

 

 永井柳太郎（1881－1944）11は、大正・昭和期の政党政治家。石川県金沢に生

まれる。同志社、関西学院を経て、1905年（明治 38）早稲田大学大学部政治経

済学科を卒業後、イギリスのオックスフォード大学マンチェスター・カレッジ

に留学。伝記『永井柳太郎』によれば、本来は神学研究のために渡英したはず

だが、政治家志望であるためエジャートン教授に学んだとある 12。永井はエジャ

ートンに心酔し、著書も翻訳している。エジャートン教授もまた永井を「家族

同様に愛した」という 13。永井の留学経験は、英国をモデルとした「個人と社会

との調和」を求める思考を養った。半面、寄宿舎生活でのいじめなどもあって

「有色人種への差別意識への反感」も抜きがたく身に着くことになった 14。 

1909年より 1917年（大正 6）まで早稲田大学で教鞭をとった。1920年郷里よ

り憲政会所属衆議院議員に初当選した。外務参与官、外務次官を経て、1931 年

（昭和 6）立憲民政党幹事長に就任。ついで党代表として翌 1932 年に斎藤実内

閣の拓務大臣、1937年に第一次近衛文麿内閣の逓信大臣、1939年に阿部信行内

閣の逓信大臣兼鉄道大臣を歴任した。1940 年発会の大政翼賛会では常任総務、

東亜局長などに就任した。 

永井の植民政策の特徴として、英国を最も成功した事例としてモデル化し、

そことの差異から政策の当否を分析するという特徴を見ることができる。そし

て、第一次世界大戦後の植民地支配の変化、自治への理解という点でも大正デ

モクラットらしい柔軟な発想を持っている。例えば、大正 11 年 9 月 22 日の自

由討究社主催朝鮮問題講演会に於ける植民政策演説では、以下のように植民地

と本国が「共存共栄」15すべきであるという主張をしている。 

 永井への評価としては、「内に民権、外に帝国主義」という民本主義者の限界

を批判されることが多い 16。しかし、永井の植民政策は、同時代的な世界の変化

を参照しつつ、多様な自治を想定するという特徴も持っている。彼は朝鮮人が

「日本人と共に研究し、共に思想の討議をするやうにならなければ、政府の所

謂一視同仁の精神は徹底しない。17」とも、上記の演説で述べている。台湾人が

どう永井の著作を読むのかによって、永井の思想にある限界を突破する可能性

は残されているのではないか。 

 浅見登郎（1895－1931 か）は、群馬県多野郡の浅見喜代蔵の息子。喜代蔵は 
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多野郡の参事会員や議長を務める有力者であった 18。浅見は、早稲田大学政治経

済学部を 1920年に卒業後、アメリカのコロンビア大学へ留学し、1924年に博士

学位を取得している。1927年 3月 2日の『読売新聞』 に「國観画伯令嬢 浅見

早大教授と結婚」の記事がある。浅見の没年は未詳だが、昭和 6 年度に早逝し

たことは学部時代の恩師であった鹽澤昌貞が『早稲田学報』で追悼文を寄せて

いることから分かる 19。浅見は、早大で植民政策を講じるとともに、松田源治拓

相の拓務懇談会の委員となり政策提言も行った 20。マクベーンは都市行政学の専

門家であったのに対し、浅見は日本の植民地行政学を専門としていた。法社会

学的な視点という点では両者は共通している。 

 浅見の指導教授であったハワード・リー・マクベーン(Howard Lee Macbain 、

1880 –1936)は、スコットランドからカナダへ移住した父親と、バージニア州リ

ッチモンド出身の母親との間で 1880年カナダ・トロントに生まれた。1907年コ

ロンビア大学より博士の学位を受ける。以後、ジョージ・ワシントン大学、ウ

イスコンシン大学等を経て、1913 年には都市行政論の准教授としてコロンビア

大学へ赴任した。浅見はマクベーンの指導の下、1924 年にコロンビア大学で

「JAPANESE COLONIAL GOVERNMENT」で博士を取得している。マクベーンは、『THE 

LIVING CONSTITUTION』21で知られる法学・行政学の大家であるだけでなく、ニ

ューヨーク市において、州法会議委員や教育委員会委員、憲章改定委員会委員

長を務めたほか、キューバ大統領に招かれて選挙法草案を作成するなど行政の

実務にも関わった 22。また、第一次世界大戦後の欧州の憲法改革にも関心を持ち、

『New constitutions of Europe』（井出菊江 譯『歐洲新憲法論序説』1926。原

典は 1922年。）を出版している 23。 

楊肇嘉が残した資料を分析する前に、簡単に楊肇嘉について紹介したい。楊

肇嘉（1892-1976）24は台中清水の人で、地主であった養父を継いだ地方名望家

である。1926年に早稲田大学専門部政治経済学科に入学し、1929年に卒業して

いる。在学中は内地での台湾人民族運動の指導者の一人ともなっている。戦前

戦後においても地方自治運動を推進した政治家である。一言で言えば、台湾自

治の指導者となるだろう。卒業後も、早稲田大学との縁は続き、台湾における

稲門会の二代目会長でもある。彼は、戦後に台湾が中華民国に復帰した後、1950

年から 1953年まで台湾省の民政庁長を務めている 25。 

楊肇嘉が残した資料には、新民会の定例会の簡単な議事録や議案をまとめた

ものがある。毎月の定例会はほぼ毎回、楊肇嘉の在京の自宅で開催され、20 名

前後が集まって議論していたことが分かる。新民会の活動の 1 つとして、新民

会文庫の設置がある。同文庫は、1925（大正十四）年に林献堂、楊肇嘉が「台

湾及殖民地問題之漢和洋各種図書百余巻」を集めたことが始まりであり、その

後は会の費用から購入費が支出されるようになった 26。 
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1929年１月７日の新年会を兼ねた定例会では、矢内原忠雄のほかに会員 24名

が参加し、矢内原は「社会運動和人格的問題」という内容の講演を一時間行っ

た。一九二九年七月七日には、小村俊三郎、浅見登郎両名の他に会員 15名が参

加し、小村が「人生観和世界観並論及台湾、中国、朝鮮対日本的関係」につい

て講演し、それを受けて浅見が台湾についての感想を述べている。 

1929年 11月 24日の年度定期総会記録によれば、専務理事である楊肇嘉は「在

研究的方面得林献堂、田川大吉郎、矢内原忠雄、小村俊三郎諸先生的指導獲益

也算不少、吾人在此応対他們鄭重地表個謝意。27」と報告している。知の継受ル

ートとして、蔡焙火を通じた矢内原忠雄、早大人脈での永井と浅見が考えられ

る。 

楊肇嘉と浅見の関係については、『外交時報』（昭和 4 年 8 月 1 日）に掲載さ

れた、浅見登郎の論文「拓務省の新設と朝鮮の地位」、楊肇嘉の書評「日本植民

地統治の立体的考察―浅見教授の著作を読みて―」から確認できる。書評から

は、浅見が植民地議会に対する長期的且つ漸進的な進展を想定しているのに対

して、楊は植民地人の自主的な努力によって強力な自治が望ましいと考えてい

ることが分かる。植民政策の改善スピードにおいては両者に開きがあるものの、

方向性はかなり近い。『六然居典蔵』の資料には、大学新聞の切り抜きで浅見の

拓務省論評「拓務省の新設に際して（上）」（昭和 4年 6月 27日）も残っている。

地方自治運動を中心になって進めていく楊肇嘉にとって、浅見の植民行政の知

見は大いに参考になるものだったと考えられる。 

楊肇嘉は、台湾議会設置請願運動が挫折した後、総督府レベルでの議会設置

を先送りし、まず地方レベルの機関での自治権の拡大を求める戦略に切り替え

ている。その時、なぜ自治権の拡大が必要なのかをまとめて冊子を刊行して内

地世論に働きかけている。そこで、まず浅見の植民行政の特徴を以下に分析し、

それが楊肇嘉たちの自治権拡大の運動とどのような影響関係にあるのかを検討

したい。 

 

 植民地政策は行政学の一部で特別行政と称してもよろしい。…経済的関係

を抜きにしても其の植民地が成立し又其価値も無くならぬ植民地があるけ

れども、統治関係を抜きにしては何れの植民地も第一植民地たるの本質がな

くなつて終ふものである。植民地が植民地たるの所以は全く其地域に行はる

る統治権の性質と其作用如何にある。28 

 

浅見登郎『日本植民地統治論』（1928）は、植民行政の安定のために英帝国の

例を念頭に置きながらかなり大胆な提言も行っている。それは第一次世界大戦

後の英帝国の植民地行政が実態としてほぼ独立に近い状態となった場合にも備
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えて、大英帝国の植民地、自治領がゆるやかに連帯する道を模索していたこと

とも関係する。英帝国の自治植民地について、浅見は「従属」よりも「平等」

性に注目している 29。英国における帝国会議のような水平的な関係がなぜ英帝国

では生れるのか。それは、そもそも垂直的な英帝国がすべての地域を統合する

ような機能を持つことが不可能であるという事実に依っている。浅見のコロン

ビア大学時代の指導教授だったマクベーンは、第一次世界大戦後の大英帝国に

ついて、「地球上の人口の四分の一に当る人類の、安寧秩序及善政に対して、責

任を負ふものである。近年議会が負ふ處の荷は、殆ど堪え難」30いとの述べ、大

英帝国全体を本国議会が支配するのは無理であり、各自治領の自治は必然であ

ると考えた。  

では、浅見自身は大英帝国についてどのように語っているか。浅見は、本国

の議会とは別に英国が「英帝国会議（Imperial Conference）」31という仕組みを

持ち、「各植民地の大官と植民地人中の代表的人物や植民地に関する学者を毎年

一回中央政府に相会せしめ植民地問題に関する意見の交換、調査、答申、建議

等」をしている仕組みに注目する。日本もすでに「予算の編成や各植民地館長

と中央官庁との事務連絡」をしているのだから、英帝国会議を参考にすべきで

あると論じる。浅見の日本植民地分析は頗る歯切れが良い。浅見は植民政策を

統治の実状から見れば、「専制か自治制か」の二種類しかないと言う。したがっ

て、「日本の植民地は全部専制植民地の中に入れることが出来る。簡単ではある

が此の分類の方が如何にもよく植民地の地位を表はし又其統治の内容をも指示

し得ると思ふ。」32と述べる。 

 英国でも植民地行政機関の政治を監督するため、本国に印度省が置かれてい

る。日本も同様に総督の専制政治を抑制するためには、何かしらの対応が必要

である。浅見は拓殖に関する中央行政機関を求める。しかし、それは専制の抑

制という手段の一つであり、植民地議会でも構わない。実際、本書の中で浅見

ははっきりと植民地議会の必要を訴えている。 

 

朝鮮及台湾に関してはなるべく早く議会を設けたいものである。… 

 一体内地人は植民地の事情に暗く之が予算や法律案を本国で議すること

は甚だ面白くない。 

 又朝鮮、台湾両代表が常に本国と殖民地間の利害相反する問題を引提げて

議場に戦ふ時は母国民と植民地人間の感情を激発するのみである。…植民地

自体に関する問題は植民地に於て自治せしむべきである 33。 

 

 浅見の植民地政治の抑制と帝国の安定という発想、そしてその方法としての

議会設置や植民地専門の行政機関の設置という論理は重要である。楊肇嘉ら地
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方自治連盟は、これ以後に積極的に植民地自治案や政策案を提言していく 34。そ

の中から一例として『台湾地方自治制改革案』（台湾地方自治連盟 1930）を取

り上げる。この資料は楊肇嘉が編輯兼発行人となっている。その体裁はまるで

自治制改革法案であり、「地方自治制改革趣旨」、「台湾地方自治制改革大綱」、「台

湾地方自治制改革要綱」、「希望事項」からなっている。現在の官庁でも 5 点セ

ットと呼ばれる法案資料一式があり、要綱、法律（政令）案、理由、新旧対照

表、参照条文をまとめたものからなる。5点セットは、報道機関や国会提出等外

部向けの基本形である。体裁からして楊肇嘉らは法案を意識していることが分

かる。その冒頭は以下のような文言で始まる。 

 

台湾地方自治制改革趣旨 

惟フニ立憲政治ノ要諦ハ輿論ヲ尊重シ人民ヲシテ政治ニ参与セシムルニ

在リ。…抑々地方自治ハ立憲政治ノ基礎的要件ニシテ地方ノ事情ニ詳シク且

ツ利害関係ノ密接ナル地方民衆カ該地方ノ公共事務ノ運用ニ参与シ以テ政

治的責任観念ノ涵養ト其ノ訓練ヲ為スコトハ立憲政治ニ到達スヘキ理想的

捷径ナリト謂フヘシ。試ミニ英国憲政発達ノ原因及ヒ其ノ経路ヲ見レハ益々

斯ル感ヲ深クセスンハアラス。35 

 

 まるで日本政府を諭すように、治国の要諦を説き、浅見の意見と同じく「植

民地自体に関する問題は植民地に於て自治せしむべき」という考えの下で、「英

国憲政」も引き合いに出しながら、日本の憲政発達を促すためであるという理

想を語っている。 

 

おわりに 

 本報告では、楊肇嘉の知的な背景を概観し、大英帝国の政策との関係を考察

した。植民政策の理論を支配者側ではなく、被支配者側が自分のものとしてい

く過程を検証した。ここから見えてきたのは、本当の立憲政治のために帝国こ

そ変わるべきであると論じる新たな知性の誕生である。 
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